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今回発表の

事業所や

サービスの

紹介

板橋区徳丸に平成１５年４月に開設し、今年で特別養護老人ホーム開設より９年目とな

ります。特別養護老人ホーム78床、ショートステイ 10床、グループホーム9床、デ

イサービス30名、ケアプランセンター、ヘルパーステーション、地域包括支援センタ

ーがあります。アクティブ福祉 in 東京‘08にて「訪問ＶＥ導入経口移行・経口維持の

取り組み」を発表し、その後も継続して嚥下困難者の対応に取り組んできました。 

《研究前の状況と課題》

平成１９年の訪問ＶＥ導入以前、施設内には

多くの摂食嚥下障害のあるご利用者を抱え

ていた。

・介護職員は食事介助の難しいご利用者の対

応に膨大な時間を要し、職員の食事介助のス

キルにもばらつきがあった。

・看護師・相談員は熱発、脱水、食事量低下、

誤嚥性肺炎などで医療機関や家族との連絡

調整や通院付き添いに追われていた。

・胃ろうや点滴など他の栄養摂取方法を選択

せざるを得ないご利用者も多く、誤嚥性肺炎

等での入院がとても多かった。

誤嚥性肺炎を予防し、少しでも多くの栄養や

水分を経口摂取していただくにはどうした

らよいか、というのが当時の課題であった。

《研究の目標と期待する成果》

誤嚥性肺炎の繰り返しは後期高齢者の死因

や入院理由としても上位にあげられ、後期高

齢者の医療費の増加や胃ろうや点滴など他

の栄養摂取方法の選択を迫られるなど社会

的に大きな問題である。

訪問ＶＥの導入から経口維持計画を作成し、

多職種協働の取り組みを行い３年半が経過

した。

食事摂取や介助の状況変化、誤嚥性肺炎での

入院数などその成果について検証を行った。

この研究の一部は第 11回日本健康・栄養シ
ステム学会にて発表しております。

みんなで支える経口摂取主題

医療連携・多職種協働で経口維持の成功事例副題

特別養護老人ホームマイライフ徳丸 事業所４３ヶ月 

多職種協働 

様式２ 
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《取り組みの結果と評価》

・誤嚥性肺炎等での入院日数が激減。

介入前 933 日/年の入院日数が介入後３年経
過後 190日/年に減少した。
・嚥下困難者への食事介助方法の統一、その

他食環境調整が行われ全職員が安全に食べ

ること、経口維持への意識が高まった。

《まとめ》

・食事摂取困難やむせながら食事をするご利

用者が減り、個別の機能に応じた食事介助を

統一した見解で行えることや、安心して介助

ができるようになったことなど、職員満足度

も高い結果が得られた。

・様々な摂食嚥下困難な事例を通し、多職種

協働の取り組みが大事であることを学んだ。

・誤嚥性肺炎や入院日数の減少により施設サ

ービス費の大幅な増収となった。

・ご利用者の経口摂取維持という大きなQOL
の向上につながった
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《具体的な取り組みの内容》

【平成１９年】

往診でのＶＥ（嚥下内視鏡検査）を導入する

ことにより多職種協働での経口維持の取り

組みが開始される。

・往診歯科医がＶＥにて嚥下機能評価を行

い、食事形態や水分とろみ濃度、食事姿勢な

ど食環境調整の指示を行う。

・管理栄養士が指示に基づいた経口維持計画

Ⅰを作成、栄養ケア計画の作成と周知を行

う。

・介護、看護職員が指示に基づいたケアを実

践し、日々の記録を行う。

・相談員、ケアマネージャーは施設サービス

計画との連携を取り家族への同意や説明を

行う。

→モニタリングを行い、状態変化により、往

診歯科医への再評価を依頼→指示により計

画の見直しを行うという繰り返しを行った。

※医療連携も含んだ多職種協働を通し、ご利

用者の経口摂取を維持していく取り組みで

あった。

【平成２２年】

※訪問ＶＥマニュアルの作成

※誤嚥性肺炎等での入院の減少が見られ、入

院日数の調査を開始する。

《提案と発信》

【メモ欄】

経口維持加算Ⅰは今だ加算取得の少ない状況にあり、医療との連携や帳票整備が難し

いことなどが原因とされている。しかしながら適切な食環境の調整を行うことにより

誤嚥性肺炎の発症低下につながり終末期まで安全に経口摂取を維持することができ

た。後期高齢者の医療費高騰の抑制やご利用者のＱＯＬの向上、施設の安定した経営

の面においても今後広く経口維持の取り組みが行われる事が必要であると考える


